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明解民事訴訟法
共　著
(山本浩
美)

2017年8月 山本浩美教授と2人で執筆した問答式を中心としたテキスト

国際裁判管轄の理論と実
務

編　著 2017年11月 国際民事訴訟法の決定版ともいうべき詳細なテキスト

法学講義民事訴訟法 編　著 2018年4月 民事訴訟法の標準的教科書で全国で広く使われつつある。

破産から新民法がみえる 単　著 2018年6月 破産法(倒産法)と新民法が同時に分かるテキスト

判例講義民事訴訟法 編者共著 2019年3月 民事訴訟法重要判例223を収録し解説、最新判例集

社内通達文書と文書提出
命令

共　著 2019年4月
社内通達文書は自己使用文書にあたらず文書提出を命じられ

る

共有不動産と抹消登記 共　著 2019年5月 単独で抹消登記を共有者の一人はできる

具体的相続分確認の訴え 共　著 2019年6月 具体的相続分確認の訴えは、訴えの利益を欠き不適法

ケースでわかる民事訴訟
法

単　著 2021年2月
判例をケースとしてまとめながら、民事訴訟全体が分かるよ

うに工夫されている。ケーススタディによる法学テキスト。

新ケースでわかる民事訴
訟法

単　著 2021年9月
判例をケースとしてまとめながら、民事訴訟全体が良く分か
るように工夫されたテキスト。
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遺産確認の訴えと訴えの
利益

共　著 2017年9月 遺産確認の訴えと訴えの利益について判例学説を整理

一部請求と残部請求 共　著 2017年10月 一部請求と残部請求についての判例学説を整理

法的観点指摘義務 共　著 2017年11月 法的観点指摘義務に関する判例学説を整理

債務不存在確認の訴えと
反訴の提起

共　著 2017年11月 債務不存在確認訴訟と反訴提起についての判例学説を整理
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既判力の遮断効と既判力
の縮小

共　著 2018年1月 新しい既判力の理論について判例学説を整理した

賃料増減額確認請求の訴
訟物と既判力

共　著 2018年2月 賃料増減額確認の訴訟物と既判力についての判例学説の整理

債権の一部のみ判決を求
める訴えと裁判上の催告

共　著 2018年3月
一部請求訴訟と裁判上の催告の関係についての判例学説の整
理

和解による訴訟終了判決
と不利益変更禁止

共　著 2018年4月
和解による訴訟終了判決と控訴審における不利益変更禁止の

原則を検討した

住民訴訟と上訴との関係 共　著 2018年5月 住民訴訟と上訴しなかった共同訴訟人との関係を検討した

相手方の援用しない自己
に不利な陳述

共　著 2018年6月 相手方の援用しない自己に不利な陳述と釈明権の関係の検討

入会権確認訴訟と当事者 共　著 2018年7月
入会権確認に同調しない構成員は被告に回すという新理論を

採用した最高裁判決の検討

権利能力ない社団の原告
適格

共　著 2018年8月 権利能力ない社団の原告適格と訴訟と登記の手続の検討

宗教法人と法律上の争訟 共　著 2018年9月 宗教法人内部の争いについて裁判所状判断できる要件の検討

国際裁判管轄と特別の事
情

共　著 2018年12月 わが国の国際裁判管轄の例外となる「特別の事情」の検討

再審の訴えと独立当事者
参加

共　著 2019年1月
再審の訴えにおける第三者の原告適格・独立当事者参加の検

討

国立大学法人の所持文書
と提出命令

共　著 2019年2月
国立大学法人の所持文書は公文書として文書提出命令の例外

となるか

銀行の自己査定文書と提
出命令

共　著 2019年3月 銀行の自己査定文書は文書提出命令の例外となるか

懲罰的賠償の承認の可否 共　著 2019年7月
米国カリフォルニア州懲罰的賠償は公序に反しわが国では承

認不可

アジア交渉学 共　同 2019年9月 あまり研究されていないアジア交渉学の現状と将来

日本交渉学の現状 単　独 2019年9月 わが国の交渉学の現状と問題点を指摘

日本交渉学の現状と将来 単　独 2019年12月 わが国の交渉学全体の現状と将来を探る

(著書)国際民事訴訟法 共　著 2020年9月
国際民事訴訟法について新法・学説・判例を分析し最高水準
の内容
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(学会報告)日本交渉学の
現状と近未来

単　独 2020年11月
わが国の交渉学の全体像を振り返ると共にアメリカの心理学

やゲーム理論の影響を展望

(学術論文)日本交渉学の
現状と近未来

単　著 2020年12月
わが国の交渉学の全体像を振り返ると共にアメリカの心理学

やゲーム理論の影響を展望

(学会報告)アジア倒産制
度比較の研究手法講演

単　著 2021年5月 コロナ禍においてアジア諸国の倒産制度情報の収集

(藩書)最新重要判例解説 共　著 2021年9月 平成以降の重要判例をすべて詳しく解説

(学術論文)交渉の勘どこ
ろ

単　著 2021年12月
交渉のポイントと統合型交渉を進めるためのアプローチを解
説した交渉学の論文
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(学会報告)知財訴訟にお
ける証拠収集

単　独
2017年5月
2017年7月

日本弁理士会の研修会での報告で知財における証拠収集を検
討した

労働事件における和解と
証拠

単　独 2017年9月
中労委や地労委の新任委員に対して和解と証拠の重要性を講

演

(共同研究)コーポレート
ガバナンスの具体的運用
と著名事件に学ぶ

単　独 2017年9月
コーポレートガバナンスの具体的運用を産学共同研究するた
め日立グループと東芝事件やオリンパス事件の問題点を検討

した

証拠の収集と和解につい
て

単　著 2018年1月 労働事件における証拠の収集と和解について解説

知的財産権訴訟における
証拠収集

単　著 2018年3月 知的財産権訴訟における証拠の収集における問題点の検討

政務調査費領収書の提出 共　著 2019年8月 地方議員の政務調査費の領収書提出を求められる

外国判決承認のための間
接管轄

共　著 2019年9月 条理に即して間接管轄を判断

円建外債の管理者の任意
的担当

共　著 2019年10月 任意的訴訟担当は適法で原告適格を有する

信託の過去・現在・未来 単　著 2021年12月 わが国の信託の近時40年の移り変わりを概観
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